
項目 特許法見直しの方向性（概要）

(1)登録対抗制度の見直し
　（特９９条１項等）

○現行特許法では、通常実施権者が通常実施権を特許
権の譲受人等に対抗するには登録が必要であるが、登
録は実務上困難であり、近年、産業活動における重要
性が高まっている通常実施権の保護が十分でない状況
にある。このため、通常実施権について、登録を備え
なくても、特許権の譲受人等に対抗（当然対抗）でき
ることとすべきである。

○
措置する

○意匠権の通常実施権登録制度は、特許制度同様共同申請主義を取っ
ていること等により、登録が実務上困難である。
○意匠権単独のライセンスは活発でないものの、特許権と組み合わせ
たライセンス等があり、特許法と異なる扱いをすると、一括したライ
センスの中で第三者へ対抗できるものと対抗できないものが混在する
こととなる。
○このため、意匠権の通常実施権についても、登録を必要とせず、自
ら通常実施権の存在を立証すれば第三者に対抗できる、「当然対抗制
度」を導入すべきではないか。
（意２８条３項で特９９条１項等を準用）
○また、特許からの出願変更の際に仮通常実施権を引き継ぐため、意
匠法にも仮通常実施権の制度を設けるべきではないか。

(1)侵害訴訟の判決確定後の無効審
決等の確定による再審の制限
　（民訴３３８条１項８号、
    特１２５条等）

○特許権侵害訴訟で、権利の有効性について争ってい
るにもかかわらず、判決確定後に、判決の前提となっ
た特許が審判で無効とされた場合等において、再審と
なることがあり、侵害訴訟の紛争解決機能、企業経営
の安定性の観点から問題が生じている。このため、侵
害訴訟の判決の確定後になされた無効審決等の確定に
よる再審を制限すべきである。

○
措置する

○意匠法においても、意匠権侵害訴訟で、権利の有効性について争っ
ているにもかかわらず、認容判決確定後に、判決の前提となった意匠
登録が審判で無効にされた場合、再審となることがあり得る。
○このため、侵害訴訟の認容判決の確定後になされた無効審決の確定
による再審を制限すべきではないか。
（意４１条で特１０４条の３を準用、意４９条）

(2)無効審判ルートにおける訂正の
機会の見直し
　（特１２６条２項、
　　１８１条２項等）

○無効審判の審決前に、審決の予告とそれに応じた訂
正請求ができる手続を導入した上で、審決取消訴訟提
起後の訂正審判の請求を禁止すべきである。

×
措置しない

○意匠法においては、訂正審判の制度がなく、特１８１条２項に対応
する規定がないため、裁判所の取消し決定による「キャッチボール現
象」は制度上発生しない。
○このため、意匠法についての対応は不要である。

(3)無効審判の確定審決の第三者効
の廃止
　（特１６７条等）

○無効審判の確定審決の登録後は、何人も同一の事実
及び同一の証拠に基づいてその審判を請求することは
できないとされているが、審判請求人の主張立証の拙
さによって有効とされた場合、審判請求人以外の者が
改めて争うニーズがある。このため、無効審判の確定
審決の第三者効を廃止すべきである。

○
措置する

○意匠法においても、意匠登録の無効審判の確定審決の登録後は、何
人も同一の事実及び同一の証拠に基づいてその審判を請求することは
できない。
○このため、無効審判の確定審決の第三者効を廃止すべきではない
か。
（意５２条で特１６７条を準用）

(4)審決・訂正の部分確定／訂正の
許否判断に係る制度整備
（特１２３条、１８５条等）

○複数の請求項からなる特許権の無効審判や訂正審判
において、審決の確定等について、審判請求全体とし
て一体不可分に扱うか、請求項単位で扱うかについ
て、特許法上明文の規定がなく、裁判例にばらつきが
生じているものもあり、制度運用に支障が生じてい
る。このため、審決の確定等を請求項単位とする考え
方を原則として、規定を整備すべきである。

×
措置しない

○意匠法は、意匠登録出願を意匠ごとにしなければならないことを規
定するとともに（意７条） 、意匠登録無効審判において特許無効審判
のように一部無効の観念をとり入れていない（意４８条）。
○そのため、意匠登録無効審判において、審決の確定等について、審
判請求全体として一体不可分に扱うか、請求単位で扱うかとの問題は
生じない。
○したがって、本項目に対し、意匠法についての対応は不要である。

(1)冒認出願に関する救済措置の整
備
　（特４９条、１２３条等）

○近年、複数の企業や大学等による共同開発が広く行
われていることにより、特許を受ける権利の帰属に関
する争いが生じている。他方、冒認者に発生した特許
権を真の権利者が取り戻すための手段については明文
の規定がなく、現行法では真の権利者の救済が十分に
図られていない。このため、真の権利者が冒認者に対
し特許権の移転を求めることを可能とすべきである。

○
措置する

○意匠についても、共同で創作された場合等に意匠登録を受ける権利
の帰属に関する争いが生じている。
○意匠は物品の形態であり、一目で創作の内容が分かる特性を有する
こと、意匠登録出願に要する手続負担は特許等と比べて軽いことか
ら、他人の意匠の創作を知得する機会を得た者が、模倣や盗用をする
だけでなく、真の権利者に先駆けて冒認出願することは特許等に比べ
容易である。
○特許法同様、冒認者に発生した意匠権を真の権利者が取り戻すため
の手段について明文の規定がなく、真の権利者の救済が十分に図られ
ていない。
（意１７条、４８条等）
○このため、真の権利者が出願したか否かにかかわらず、意匠権設定
登録後に、意匠権の移転請求を認める制度を導入すべきではないか。

(1)出願人・特許権者の救済手続の
見直し
　（特１１２条の２等）

○特許法条約（ＰＬＴ）加盟には、手続きの在り方を
抜本的に変更し業務システムの全面的改造が必須であ
るため、我が国は未加盟である。米国、欧州等も未加
盟であるが、特許法条約に沿った形で手続面での調和
が図られており、我が国でも、ユーザーニーズ、シス
テム改造負担等を踏まえた対応が必要である。このた
め、外国語書面出願等の翻訳文の提出期間を徒過した
ときでも、ＰＬＴ上のDue care（相当な注意）に相当
する主観的要件に該当する場合に、一定期間の救済
（権利の回復）を認めるべきである。また、特許料等
の追納期間経過後の救済（権利の回復）の要件を緩和
すべきである。

○
措置する

○意匠法においても、意匠登録料等の追納期間経過後の救済（権利の
回復）について特許料等の追納期間経過後の救済と同一の要件が課さ
れている。
○意匠法における意匠登録料等の納付も特許法における手続と趣旨を
異にするところはないから、意匠法に関しても、意匠登録料等の追納
期間経過後の救済（権利の回復）の要件を緩和すべきではないか。
（意４４条の２）
※なお、意匠法には、特許法における外国語書面出願等の翻訳文の提
出に相当する規定はない。

(2)新規性喪失の例外規定の見直し
　（特３０条）

○現行特許法は、試験、博覧会における公表等に限定
して、新規性を失ったことにならないとの例外規定を
設けている。しかし、研究開発成果の公表形態の多様
化が進む中、現行の限定列挙方式では不十分になって
いる。このため、公表態様を網羅するため、適用対象
を包括的に「権利者自らが主体的に公表した発明」と
すべきである。（特許庁長官による博覧会等の指定制
度は廃止する）。

×
措置しない

（対応済み）

○意匠法では、新規性の例外の適用対象が、「意匠登録を受ける権利
を有する者の行為に起因して」公知になった意匠であり、特許法で改
正しようとする内容を既に備えている。
（意４条２項）
○このため、現行の規定を維持することで、意匠法についての対応は
不要である。

(3)特許等料金の見直し
（特１０９条等、国１８条等）

○特許特別会計の収支状況は、審査の迅速化・効率化
の取組により、今般、特許料金の引下げが可能な見込
みである。このため、特にニーズの高い審査請求料に
重点をおいて料金の引下げを行うべきである。
○今後、我が国出願人の海外での競争力強化に向け
て、外国出願支援が重要である。このため、我が国が
設定する国際出願の調査手数料等を引き下げるべきで
ある。
○我が国の研究開発において中小企業は大きな役割を
担っているが、その成果が特許出願につなげられてい
ない。また、現行の資力の乏しい者についての特許料
減免期間（特許後１～３年）が十分な効果を持たなく
なっている。このため、減免対象者を拡充し、減免期
間を延長すべきである。

※
特許法とは別途措置

○意匠法においては、ロングライフデザイン等の長期保護により企業
ブランドを保護するニーズに対応するため、意匠登録料の後年度負担
を軽減する必要がある。
○このため、重い後年度登録料負担を軽減すべきではないか。
（意４２条）

３．権利者の適切な保護

４．ユーザーの利便性向上
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